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〔論　文〕

欧州とロシアにおけるエネルギー資源の依存と対立
－ 資本主義的商品としての特性とパイプラインの基本性格 －

金谷　義弘
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Ⅰ　問題の所在

　2022年2月24日にプーチン政権によるウクライナ侵攻が開始され，この力

による現状変更を認めることはできないと，国連や欧米各国が非難決議や武

器供与，ロシアに対する経済制裁の発動など多面的なウクライナ支援を開始し

た。この問題は，第二次世界大戦後の米ソ冷戦対立とベルリンの壁崩壊後の政

治経済軍事的秩序の根幹を揺るがす問題となり，更には，米中対立を軸にして

世界が如何なる新秩序に収斂するかという大問題へと発展している。

　本稿は，こうした事象の経済的基礎にある二つの問題，すなわち，⑴エネル

ギー資源が資本主義的商品として持つ独自の性格を明らかにすること，⑵欧州

とロシアのエネルギー資源における相互依存関係が如何なる独自の性格を有

するか，その主な輸送手段であるパイプラインを事例に解明することに限定し

て解明する。これらの問題は，エネルギー資源の禁輸という経済制裁と逆制裁

のジレンマに帰結する理論問題であると考えられる。

　これらの問題点を解明するために，本稿では，⑴この間の欧州における気候
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変動・温暖化防止を巡って推進されてきた欧州の一次エネルギーの消費構造と

二次エネルギーとしての電源構成の変化を概括して，（2）ロシア経済のエネ

ルギー輸出依存の実態と対比して，今日の問題が鋭く問われる実態を示し，（3）

上記の二つの理論問題を考察していく。

Ⅱ　一次エネルギー消費と電源構成から見た欧州の脱化石燃料化

　欧州資本主義は，アメリカ資本主義や台頭する中国経済と絶えざる競争関係

にあり，民主主義，法の支配，人権，市場経済などの基本的価値とともに，特

表１　世界の CO2 排出量の推移と欧州　（CO2百万トン）

出典：�IEA,�World�Energy�Balances,�CO2�emissions�from�fuel�combustionより日本エ

ネルギー経済研究所推計。

(注)�バンカーとは国際海運と国際航空のエネルギー消費を指す。
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に環境や人権を重視する特徴を活かすことで世界史をリードしているように

思われる1）。ここではその一例としてCO2排出削減に対する欧州の取り組みを，

一次エネルギー消費と電源構成の変化と特性から明らかにする。

　⒈ 欧州のCO2排出削減の歩み

　表１に示したように，CO2排出量の世界合計は，1980年から2018年におい

て178億800万㌧から335億1,300万㌧と87.4％の増加となっている2）。これに

対して，欧州OECD加盟諸国合計で見ると，1980年の排出量は41億2,700万

㌧から2018年の34億6,400万㌧と83.9％に減少した。同期間でドイツは10億

6,000万㌧から6億9,600万㌧と65.7％になり，フランスでは4億5,500万㌧か

ら2億9,800万㌧と65.5％に削減された。このように欧州の排出削減の動きは，

世界全体の増勢とは著しい対照をなしている。

　⒉ 一次エネルギー消費の内部構成から見る欧州経済

　このCO2排出削減の基礎にある，欧州と世界の経済活動を一次エネルギーの

消費構造から確認する。一次エネルギー消費とは，経済社会活動に必要なエ

ネルギーで，人為的な変換が行われる前の自然界から当該国へのエネルギー投

入・消費を意味する3）。ここではIEAの統計に即して，一次エネルギー消費の

内部構成を，⒜化石燃料となる石炭・石油・天然ガス，⒝原子力，⒞水力，⒟

可燃再生・廃棄物に区分する。この一次エネルギー消費に対して電気や精製燃

1　2018年11月，EU長期戦略ビジョン"A Clean Planet for All"。2021年7月，欧州委員会は，2030
年の域内温室効果ガスを1990年比で少なくとも55％削減する包括的な機構変動対策「Fit for 55」
を発表した。2050年の気候中立社会の実現と気候変動分野での競争力強化及びお要創出を目指す。
European Green Deal，https://www.consilium.europa.eu/en/policies/green-deal/
2　IEA, World Energy Balances, CO2 emissions for fuel combustionよりEDMCの推計に依拠する。

3　各国のエネルギーが如何に投入され最終消費に向かうかを，日本を想定して簡潔に述べると，大
きくエネルギーフロー（数値は1015J）は，「一次エネルギー国内供給」が17,965，対して「最終エ
ネルギー消費」が12,082，両者の間に立つのが「エネルギー転換/転換損失等」で▲5,882である。
発電をすれば発電損失やこれに伴う自家消費や送配電損失が生じる。また，この転換の過程には，原
油が灯油やガソリン・軽油などの石油製品に転じ，家庭，運輸旅客，運輸貨物，企業・事業所等で消
費される。一次エネルギー供給は人為的な変換が行われる前と説明したが，一国で見た場合，石油製
品や輸入LNGも含まれる。一次エネルギー供給に対して，転換/転換損失は32.7％に相当する（「日本
のエネルギーバランス・フロー表（2020）年度」『令和3年度 エネルギーに関する年次報告』より）。
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料，水素燃料などは二次エネルギーで，そのうち後段で電力のみ取り挙げる。

⑴世界・地域・各国から見た一次エネルギー消費と欧州

　図1の一連のグラフは，1971年から2018年にいたる世界・地域・各国の一

次エネルギー消費の推移である。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）な

どの国際的な研究を踏まえて気候変動対策の重要性が叫ばれながらも，世界・

アジア・中国・アメリカ・日本などのデータからは，以下のような増加傾向が

読み取れる。

（ｱ） 世界全体で全ての一次エネルギーが増大し続けている。

（ｲ） その大きな原因は，中国を含むアジアでの増加であり，質的に石炭依存度

の高さも問題である。韓国とオーストラリアも一貫した増加傾向を示す。

（ｳ） アメリカと日本は，期間の中頃より石炭・石油消費の減少がみられる。

図１　欧州を中心とした世界主要地域と国の種類別エネルギー消費
出典：IEA,�World�Energy�Balance�より集計。

注）上６枚，下３枚はそれぞれ縦軸を一致させ比較可能にした。
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（ｴ） 欧州
 4 4

（OECD加盟諸国）では同期間に，⒜石炭の著しい消費削減を進め，

緩やかに石油消費が続き，⒝同期間の前半では総消費が増大していたが，

⒞温室効果ガスの排出が相対的に少ない天然ガスで代用し，原子力や可燃

再生・廃棄物で埋め合わせながら，⒟期間の後半に総消費量をも削減した。

図２　欧州を中心とした 世界 主要 地域と国の電源構成の推移（投入ベース）
出典：IEA,�World�Energy�Balance�より集計。

注）上６枚，下３枚はそれぞれ縦軸を一致させ比較可能にした。
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⒠OECD非加盟の欧州諸国では，ベルリンの壁崩壊後の混乱を経て，その

後の経済再編の中で一次エネルギー消費が増加基調であるが，天然ガスへ

の転換が進んでいる。

⑵一次エネルギー消費の推移で区別できる世界の三つのグループ

　一次エネルギー消費の内部構成とその推移から見ると，総じて世界各国は大き

く三つのグループに分類できる。すなわち，⒜中国など世界の支配的傾向である

「化石燃料多消費型」，⒝米日など「転換するもなお化石燃料依存型」と，⒞欧州

に見られる「天然ガス・再生エネルギー代替・総消費削減型」がそれである。

　⒊ 電源構成から見た世界と欧州

　次に，二次エネルギーとしての電力で各国の電源構成を燃料投入ベースから

概観する。単純化するために，2006年，2016年，2018年の三時点比較で説

明する（図２）。このデータから読み取れることは，⒜電力消費の趨勢から見

ても，世界・アジア・中国・インドは，石炭消費の抑制以外では「化石燃料消

費型」で，石炭火力発電への依存が大きく，電力の質が悪いと言える。⒝欧州は，

一次エネルギー消費の場合と同様に，投入燃料を削減しており，加えて，⒞発

電量が維持ないし増加できており，発電効率の上昇が読み取れる。

　⒋ 気候変動対策と複雑な諸要因の絡まりにって生じた2021年の物価上昇

　このように気候変動問題への対応に取り組んだ欧州では，⑴一次エネルギー

消費でも，電力構成でも，石炭・石油を削減し天然ガスや可燃再生・廃棄物を

増加させてきた。そこに，⑵COVID-19感染拡大からの経済活動の回復，特に

中国を中心とする経済回復下での石炭不足や連鎖するLNGの需給逼迫，アメ

リカの対中経済制裁とも結びついた半導体等の多様な物資の不足，輸送の急増

に伴うコンテナ船不足など世界的な物流の停滞，ハリケーンなどの自然災害が

重なり，すでに2021年に物価上昇が始まっていた4）。⑶ここに2022年に入っ

4　野神隆之「米国当局による新型コロナウイルスワクチン正式承認，及びハリケーン『アイダ』の
米国メキシコ湾地域来襲等により，上昇する原油価格」JOGMEC，2021年9月21日。
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てロシアのウクライナ侵攻と西側陣営の対ロシア経済制裁が発動されたので，

現在の物価問題等の基本構造は2021年までに形成されていたと言える。

Ⅲ ロシア経済の特性とエネルギー資源輸出依存

　ロシア連邦の面積は約1,710㎢でアメリカの2倍，日本の45倍，東西に8,000

㎞，南北3,500㎞という広がりを見せる。人口は1億4,680万人（2017年）で

人口密度は8人/㎢と低い。毎年一定期間−30℃に達する地域が多く，国土の

91％，人口の88％は凍結しない海から500㎞以上離れ，国土の67％，人口の

40％は凍結しない海から1,000㎞離れている。黒土地帯やヴォルガの穀倉地帯

では大規模農業の発達や輸出用穀物貯蔵庫・港湾施設の集積もあるが，こうし

た地域を除いてほとんどの地域では450㎜/年と降水量が決定的に欠乏し寒冷

が農業の障害となっている。産業的には，化石燃料・鉱物・木材・穀物や甜菜

などを産出して農産物資源大国と言われる一方，目立つ産業では航空宇宙産業

図３　ロシアの油田・ガス田開発の地理的歴史的展開
出典：Petroleum�Economist�com,�JOGMEC�他多数の資料より筆者作成。
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があり，武器輸出大国・原子力輸出大国と言われる5）。

　2021年のエネルギー資源の輸出は2,115億㌦，全輸出の43％で，ロシアは

資源大国であり，国家財政も含め資源輸出依存から脱していないと言える。こ

の特性を理解するには，⒜エネルギー資源の所在と生産の歴史的推移，⒝資源

の消費地域・消費国への輸送，⒞ロシアの国家収入との関係などを一括して把

握する必要があるが，紙幅の関係で⒜と⒝に限定して述べる。

　⒈ エネルギー資源の発見とその歴史的展開

　ロシアのエネルギー資源の歴史は，帝政ロシア期の19世紀後半のカスピ海

に面したバクー油田（現アゼルバイジャン）の発見に始まる（図３）。第二の

ステップは，1932年に発見されたヴォルガ＝ウラル地域の油田であり，これ

は1960年代に至るまでロシアの主力油田地帯を形成して「第二バクー」と呼

ばれた。更にウラル山脈の東部，オビ川とエニセイ川に広がる西シベリア低地

で1953年ガス田，1954年に油田が発見され1965年にはロシア最大のサモト

ロール油田が発見されて「第三バクー」と呼ばれる地域となった6）。

　その後の経過も含んで，ロシアの油田・ガス田開発の地理的歴史的展開を図

式化すれば，図３のようになり，20世紀後半の東シベリア地区，21世紀の極

東サハリンやバイカル湖北側のコビクタ，チャヤンダ地区，更に，今日注目が

集まっているヤマル半島・ギダン半島，バレンツ海から東シベリア海にいたる

北極海の資源開発へと地理的歴史的に展開している。

　原油・天然ガス鉱業は，自然地理的に存在する石油やガスの鉱床の位置に決

定的に制約される7）。国際石油会社や国営石油会社は，探鉱・開発・施設建設

によってこの鉱床を捕捉して資源を生産する。

5　パスカル・マルシャン『地図で見るロシアハンドブック』原書房，2021年。

6　本村眞澄「生産と流通」田畑伸一郎編著『石油・ガスとロシア経済』北海道大学出版会，2008年，
pp.3-31。

7　世界における石油と天然ガスの遍在の状態を，2019年時点の確認可採埋蔵量の世界シェアで示
すと，（ｱ）石油は，より中東・中南米，北米に遍在し，天然ガスはより世界各地に分散していること
が分かる。ロシアは近年石油における地歩を衰退させ，天然ガスでは中東と並び世界第二位の生産国
である（BP, Statistical Review of World Energy 2020）。
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　⒉ 天然ガスを中心に見たパイプライン輸送

　次はこうして生産された原油・石油製品・ガスを産業諸部門や運輸部門の需

要家に届ける輸送である。日本では外航タンカーなど海上輸送によって海外か

らもたらされるものであるが，ロシアの場合，広い国土に分散する油田・ガ

ス田を，パイプライン8）によって製油所，他国のパイプラインの接続ポイント，

積出港の輸出ターミナル，LNG液化プラントなどと結びつける必要がある。

8　ここに言うパイプラインは，石油や天然ガスを輸送するために陸上や海底などに敷設される輸送
用パイプのことで，これに対して，海上輸送するためには，大型の外航タンカーを使う。気体の天然
ガスの場合，パイプラインであると気体のまま輸送し発電所などに供給されるが，海上輸送の場合は，
天然ガスを-162℃まで冷却することで体積を1/600に圧縮して遠方に輸送する。石炭，石油の輸送と
違い，輸出側では，天然ガス生産プラントに続いてLNG液化プラントを使う必要があり，輸入側に
はLNGの再ガス化設備が必要になる。⑴パイプラインでは，高強度・耐腐食性の鋼管を使い，最大
の技術的課題である腐植に留意した周辺環境への対策を取り，パイプライン・ポンプステーション・
緊急遮断弁・検査清掃用ピグなどのシステムで24時間監視体制が取られる。（2）LNGでは，液化プ
ラントと特に費用がかかると言われる再ガス化施設などで巨額の投資が必要となる。

図４ ロシアから欧州に向かう天然ガスパイプラインの略図
出典：JOGMEC�をはじめとする各種資料から筆者作図。
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　⒊ ロシアから欧州につながる天然ガスパイプライン網

　パイプラインには，⑴石油・ガス・製品の三つの区別があり，⑵内国のパイ

プランと多国間パイプラン（Cross-Border Pipeline）との二つの区別がある。

ここでは膨大なパイプラインの内，ロシアを含むCISと欧州等を結ぶガスパイ

プランを主に天然ガスパイプラインを中心に分析する。

　この地域の歴史は，⒜旧ソ連の1970年代，西シベリアから欧州へ向かうパ

イプラインの敷設から始まる（図４）。⒝今日，気候変動・地球温暖化防止の

動きによって，石炭・石油から代替エネルギーとして天然ガスに注目が移り，

⒞エネルギー供給の東方拡大によって中国を中心にアジア地域への供給が焦

点になっている。天然ガスを中心にパイプラインの概要を表２に示す。日本の

ように高価な設備を要する液化天然ガス（LNG）ではなく，鉱床・生産地と

消費地との隔たりを，ロシアでは高効率のパイプランで輸送する選択がなされ

てきた。

　この表では，選び出されたパイプライン（主にガス・パイプライン）を５つ

のグループに分類した。第一のグループは，旧ソ連時代以降のロシアからウ

クライナ経由で欧州にガス供給を行うパイプラインである。第二のグループ

は，ウクライナを迂回しベラルーシからカリーニングラードを通ってバルト海

へ出たり，サンクトペテルブルクからフィンランド湾に出たりするパイプライ

ンで，建設を完了しながらもウクライナ侵攻で操業を停止したNord Stream 

2を含む。第一・第二のグループはロシアと国営ガス会社のGazpromの影響力

が大きい。第三のグループは，南回りで迂回するルートで，アゼルバイジャン，

カザフスタンなど旧ソ連の諸国とトルコ・欧州の連携を示す一連のパイプライ

ンである。第四のグループは，ロシアを含むCISの東方拡大と中国等への供給

を示すパイプラインである。第五のグループは北アフリカから欧州へのガス供

給を担うパイプラインである。

　以下，このグループ比較を踏まえて欧州とロシアの依存関係を簡潔に分析す

る。そこで欧州とロシアを巡るこれら多様なパイプラインやLNGの実態につ

いて指摘できる第一の論点は，世界における天然ガス取引の増勢と欧州の相対
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表２ ロシア・欧州関係を中心にした パイプライン一覧表

出典：JOGMEC�その他の多数の資料とWebより作成。
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的な減退である。すなわち，⑴2010年と2020年を対比すると世界のガス貿易

総額は，737.7Bcm9）から940.1Bcmへと27.4％増大した。その内，パイプラ

インが435.3Bcmから452.2Bcm,＋3.9％であるのに対して，船舶で輸送する

LNGでは302.4Bcmから487.9Bcmへと61.3％増加した。LNG主導の世界的

な増勢である。

　これに対して，⑵欧州10）の天然ガス貿易総額は，同時期に313.9Bcmから

326.1Bcmへ3.9％増加し，パイプライン経由が224.8Bcmから211.3Bcmへ6％

減退し，その内，ロシアからが168.1Bcmから167.7Bcmへ0.2％減少した。し

かし，ロシア以外のCIS・アフリカからの輸入は少ないながらも増加した。対

するLNG輸入では，同期間に89.1Bcmから114.8Bcmへと28.8％増加した。

化石燃料削減の動きは，石炭・石油から天然ガスへの代替が進むだけではな

く，LNGによる大陸を超えた調達の増大を含む。液化天然ガスを再ガス化す

るLNG受入基地の建設は，先行するアジア・太平洋地域に並んで，欧州全域

で37カ所見られる。2020年時点で欧州のパイプライン経由のガスとLNGの

割合はおよそ２：１であるが，ウクライナ侵攻下の現時点でドイツにはLNG

を受け入れる再ガス化施設は存在しない。⑶これらをロシアの側から見ると，

天然ガス輸出総量は，同期間に194.0Bcmから197.7Bcmへとパイプライン経

由の天然ガス輸出は＋1.9％，内，欧州向けが168.1Bcmから167.7Bcmと微

減である。LNGでは，2020年で40.4Bcmと世界のLNG取引の8.3％で，欧州

向けが輸出総量の42.6％に当たる17.2Bcmで，次いで日本（8.4Bcm），中国

（6.9Bcm），アジア太平洋全体で22.5Bcmである。増加基調にあるLNG輸出で，

ロシアの55.7％がアジア・太平洋に移行している11）。

9　天然ガスを計るBcm（Billion Cubic Meters）という単位は，10億㎥を表し，例えば2019年の日本・
独・伊・中国・韓国・台湾の天然ガス輸入量は，それぞれ105.49Bcm，109.63Bcm，132.51Bcm，
55.62Bcm，22.78Bcmである（BP, Statistical Review of World Energy 2020）。

10　ここに言う「欧州」はBP統計の定義に従って，欧州のOECD加盟諸国に加えてアルバニア，ボ
スニア−ヘルツェゴビナ, ブルガリア，クロアチア，キプロス，ジョージア，ジブラルタル，ラトビア，
リトアニア，マルタ，モンテネグロ，北マケドニア，ルーマニア，セルビア，ウクライナである。

11　中国について述べると，第Ⅱ節では石炭や石油への非常に高い依存を確認した。しかし，2010
年から2020年の天然ガス輸入総量は，16.4Bcmから139.1Bcmへ8.48倍に増進した。パイプライン
経由が3.4Bcmから45.1Bcmへ13.3倍になり，LNGでは13.0Bcmから94.0Bcmへ7.2倍の増加を見た。
一連の数値は，bp，Statistical Rewview of World Energy各年版。
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　指摘すべき第二の論点は，世界とアジアのLNG増勢をよそにロシアと欧州

とは減少基調にありながら，高効率のパイプラインを通じて相互に極めて高い

依存関係を維持しているという点である。

　第三の論点は，ロシアと欧州とのエネルギー取引は，パイプライン間の国際

的な競争の中にあることである。例えば，生産国ロシアとパイプライン通過

国ウクライナの間では，2006年と2009年にロシアのCISとのガス供給契約改

定におけるウクライナの抵抗が見れらた。所謂ウクライナ・ガス紛争12）である。

ロシアとウクライナは，一方で供給国・通過国としての相手の存在を前提に自

らの利益が成立するが，他方で自らの利益を優越させ相手の利益に譲歩を迫る

という二重性を持つ利害対立である。こうした歴史的な経過の結果として，新

しい動きが発生する。すなわち，新しいパイプライン敷設に際して特定の国（ウ

クライナ）を迂回する場合がこれである。最近の例ではNord Stream 1・2が

これにあたる。パイプラインは地下や海底に埋設されていても，常にこうした

生産国，通過国，消費国の競争関係の複雑な影響という経済的形態規定を受け

取っている。

　第四の論点としてパイプライン敷設という経済的運動が，ロシアと西側諸

国の多元的な政治経済的関係を反映する場合で，これもまたパイプライン間

の競争として現象する。ここでは表２の第三グループのBaku-Tbilisi-Ceyhan 

（BCT） pipelineを取り上げる。この発端は油田の事例であるが，パイプライ

ンの特性を理解する上で必要と判断した。1990年代に始まり2006年に完成す

る過程は非常に複雑な経過をたどるが，ここで重要なのは以下の諸点である。

⑴この歴史的な資源・紛争地域であるコーカサスは冷戦体制崩壊後もロシアの

勢力下にあったこと，⑵BTC Pipelineで輸送したい石油は，バクー沖120㎞

のAzeri-Chirag-Gunashli （ACG） Oil Fieldで産出するが，鉱床は120m長の

海域で水深250m，1970年代に発見されたが深海のため当時開発できず，そ

の後，大油田であることが明らかになっていった。⑶カスピ海が湖か海かで沿

12　中谷和弘「パイプライン輸送をめぐる紛争と国際経済法」『日本国際経済法学会年報』2013年，
pp.30-52。
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岸国の共有財産か領海かが紛争となり，開発の障害となっていた。⑸沿岸諸国

5カ国では，当時，海底に油兆があったアゼルバイジャン，カザフスタン，ト

ルクメニスタンは資金力が無く，ロシアから自立して開発するためには外資導

入が不可欠であった。⑷ロシアには深海資源開発の技術が無いこと。⑸既存の

パイプラインは輸送能力が小さく，カスピ海の海底油田の資源を欧州等に輸出

するためには新しいパイプラインが必要であったこと，⑹北海油田の枯渇問

題など欧州は，エネルギー資源調達に高い意欲をもっていた。⑺アメリカは

ロシアの勢力を抑止し，西側石油企業の進出と市場経済の浸透を狙った。⑻

ChevronTexacoは，カスピ海に2002年に進出したが，BTC以前にカザフス

タンに大油田Tengizなどの開発を抱えており，カスピ海全域で開発した資源

を欧州等に輸出したかったところ，米系中堅石油会社Unocalの株式取得によっ

て2005年にBTC Pipeline 開発に接点をもった。⑼1994年ACG Fieldの生産

分与契約，所謂「世紀の契約」によってロシアも参加した国際コンソーシアム

Azerbaijan International Operating Company（AIOC）が成立した13）。こ

れはアゼルバイジャン石油公社と英BPが主導した。⑽ロシアとイランの提案

は自国を通過させるルートで，石油企業は最短距離を望むなど利害は錯綜した

が，1999年に米クリントン大統領，アゼルバイジャン，ジョージア，トルコ

の大統領が政府間合意を行った。⑾黒海北岸ノヴォロシスクのルートも，イラ

ンのルートも採らず，「アゼルバイジャンのバクーからジョージアの首都トビ

リシを通り，アルメニアに配慮して大きく迂回して，トルコの高原を南へ縦断

して地中海東岸でシリア国境に近いジェイハンに繋がる紛争地帯を多数通過

する現在のBTCのルートになった。⑿カザフスタン大統領（当時）ナザルバ

エフはBTCプロジェクトでカスピ海東岸のアクタウを起点にジェイハンまで

一体に捉えていた。

13　本村眞澄「ロシア・CISにおけるパイプライン地政学」JOGMEC『石油・天然ガスレビュー』
Vol.46 No.6，2012年11月，pp.7-11。麻生憲一，伊藤雄介「カスピ海沖で進む二つの油田開発と
BTCパイプライン」ロシアNIS経済研究所『ロシアNIS経済速報』2009年3月，pp.1-7。廣瀬陽子「BTC
パイプライン」JOGMEC『石油・天然ガスレビュー』Vol.40 No.2，2006年3月。AIOCの権益比率は，
英BP・オペレーター，34.1％。米UNOCAL，10.3％。アゼルバイジャン石油公社SOCAR，10.0％。
日インペックス，10.0％。ノルウェー Statoil，8.6％。米Exon-Mobil，8.0％。トルコTPAO，6.8％。
米Pennzoil，5.6％。日伊藤忠石油開発，3.9％。米Delta-Hess，2.7％。
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　この第三，第四の論点から明らかになることは，資源輸送の技術的手段であ

るパイプランには，

（ｱ） 供給国・通貨国・消費国の三者を繋ぐパイプライン・システムは，a.技術的

には静かな相互依存関係を表現しているが，それだけではなく，b.それぞれ

の社会経済的な利害関係と競争関係という経済的形態規定を受け取る。

（ｲ） この三者関係には，経済的形態規定だけではなく，それが置かれた国際

的な諸勢力関係，今日で言えば，ロシア・中国・アメリカ・EUとその東

方拡大・国連などの国際的機関・ユーラシア連合やNATOの東方拡大など，

極めて複雑な諸条件が，技術的工学的なパイプラインの敷設ルートや輸送

機能に作用し，一端敷設されると，その工学的な機能が，政治経済軍事的

な諸関係に反作用するのである。そのパイプラインは，また，当時，ロシ

アGazprom-Eni主導で黒海を渡るSouth Stream計画や，ロシアを外して

イラクを主たる供給国とし欧州の調達多様化を狙うNabucco Pipeline計

画，BPが提案するSouth East Europe Pipeline計画などと，計画段階で

すら相互作用を始めると言える。

（ｳ） したがって，パイプラインは輸送機能を表す技術的工学的な機構に尽きる

ものではなく，それは事態の自然的な基体という一側面に過ぎず，国際石

油会社や国営石油会社と言った民間経済間の競争や，民族間の紛争と対

立，地球社会の最大の対立と言える米中対立という政治経済的軍事的な競

争にいたる重層的な形態規定をも受け取るのである。自然的工学的な基体
4 4 4 4 4 4 4 4 4

と社会経済的な形態規定
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

の「峻別」は事態の科学的で学際的な分析を正し

く行うための基本であると筆者は考える。

Ⅳ　資源エネルギーにおける依存と対立 －資源とパイプラインの基本性格－

　これまでの分析を踏まえて，ここでは，第一に大量に生産される一般の商品

に対して，資源エネルギーはどのような商品特性を持っているかを明らかにす

る。第二に，輸送する手段としてのパイプラインは如何なる性格を有するかと

いう点を考察する。



欧州とロシアにおけるエネルギー資源の依存と対立36

　⒈ 資源エネルギーという商品の基本性格

　今日の商品生産は産業革命以降の機械化した資本主義的商品生産である。商

品は何れの区分においても，⑴社会構造の区別に関わらない歴史貫通的な基体

としての使用価値と，⑵社会的分業と私的所有という歴史的な条件に支えられ

た経済的形態として与えられる価値という二要因からなる。さらに，先行する

歴史時代と区別され，現代の商品は資本主義的な競争の下で利潤獲得を目指し

て安価で大量に生産される。このようにして資本主義的生産が支配する社会の

富は巨大な商品の集積として現れることは，19世紀でも今日でも同じだ。

　では，天然ガスなどの化石燃料という商品は，その他の一般的な商品とどの

ような違いを有しているであろうか。市場で取引される商品，そして工業化・

グローバル化・情報化など資本主義時代を貫く技術革新と産業諸分野の発展を

念頭置いて，エネルギー資源に対する需要と供給が出会う側面から見て，エネ

ルギー商品が発揮する需給関係への特殊な制約要因を以下に概括する。

⑴ 一国の巨大化した生産，流通，サービスの入り組んだ体制の下では，エネ

ルギー資源は一時たりとも供給停止できないという使命を持つ。二次エネ

ルギーとしての電力は，当面なお貯蔵が困難であるため，電力供給の停止は，

さらにあってはならない事態と言える。

⑵ 世界的な資源の遍在性・分散性に応じて，安定供給が求められる資源国は，

その保有資源が川下支配の根拠になったり，戦後，国際石油資本がとりわけ

上流部門で優位に立ったり，昨今では国営石油会社が中国やインドが巨大市

場を背景として優位に立ったりと交代してきた。ここから分かることは，エ

ネルギーのバリューチェーンの上流に立つことは，必ずしも経済支配の能力

を保証せず，それは原因ではなく一つの根拠
4 4

14）である。ここで根拠というの

は，経済支配になくてはならない地歩ではあるが，それだけではなお支配が

14　ここに言う「根拠」とは原因と区別して独自の意味を与えている。コップを机から床に落とす。
割れるかもしれない。しかし，落下は破損と直結しない。何故なら，コップがガラス製だと割れるが，
合成樹脂製だと割れない。とすると落下は破損の原因ではなく，破損の根拠であると言う。根拠は，
破損という帰結を生む場合もあれば，生まない場合もある。しかし，破損に関わる決定的な一因で
ある。この限りで，本文の供給サイドの鉱床を握ることは，川下の産業に対する支配の原因ではなく，
根拠である。何故なら川上を掌握することは，支配の一つの可能性に過ぎないからであるし，反対に
これは川下支配を生むこともある，この点も排除しないからである。
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成立できない要因であることを示すためである。例えば原子力では，⒜燃料

であるウラン生産をする，⒝ウラン濃縮サービスを担う，⒞原発システムを

提供するなども支配の根拠となりえる15）。風力・地熱・太陽光・バイオマス・

水素などでも，同様の根拠が見いだせる。

⑶ 枯渇性と再生可能性の区別。枯渇性の資源エネルギーはかつて「ピークオイ

ル説」のように供給不足が問題であったが，地球温暖化と気候変動が課題と

なる現在，石炭・石油の開発に資金や人材が投入されないことで新しいリス

クが問題となる。

⑷ 低価格で調達の安定性を支える長期契約と，機動的な調達を可能にするス

ポット取引とが併存し，使い分けられること。経済制裁などで調達の困難が

発生すると，スポット取引による調達が拡大し，コスト上昇が加速される。

⑸ 市場の逼迫に対する緩衝装置としての民間備蓄と国家備蓄が形成される。

⑹ 資源エネルギー産業の内部構成の変革というエネルギーシフトと，その他の

産業の再編と技術基盤の変革が複雑な相互作用を発揮すること。

⑺ 電力とその一次エネルギーからの変換。

a. 発電のために投入される一次エネルギーの多様性。原子力，石炭・石油・天

然ガス・LNG火力，太陽光・風力・地熱・バイオマス。

b. 投入される一次エネルギーの相違から，同じ電力でも，（ｱ）発電コストが異

なり，（ｲ）この相違によって環境負荷の大小に差がでる16）。

c. 地球温暖化・気候変動防止のために自然エネルギー由来の電力を優先して使

15　2018年の確認埋蔵量では，カザフスタンが群を抜き，カナダ，ブラジルが続く。しかし，重要
なことは，ウランは，天然ウランとしてカナダやインドのように重水炉で使う場合もあれば，U235
をより多く含む濃縮ウランに加工して使用する場合もある。ロシアのウラン濃縮サービスは安価で
世界市場でのシェアが大きい。ロシアのロスアトムは世界の36％を占め，英独蘭のウレンゴ30％，
仏オラノ14％，中国12％のシェアで，欧州連合は2020年の調達ウランの約20％がロシア産である。
これは濃縮サービスという支配の根拠である。１㎏当たりの精製による生産コストの多寡を問わなけ
ればウラン鉱床は世界での分散性が相対的に高く調達可能である（NEA/IAEA）。

16　資源エネルギー庁が試算する事例では，石炭火力12.5円/KWh，LNG火力10.7円/KWh，原子力
11.5〜/KWh，石油火力26.7円/KWh，陸上風力19.8円/KWh,太陽光（事業用）12.9円/KWh，小水力
25.3円/KWh，地熱17.4円/KWh（2021年資源エネルギー庁発電コスト検証WG「発電コスト検証に
ついて」2021年8月。当該WGは立地条件を考慮せず，新規に標準的発電所を新規に建設して，それ
ぞれ25〜40年の稼働年数を運用した場合の総発電コストを試算したとする）。
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うための制度としてのグリーン電力証書などの法と制度の形成17）。

d. 変換ロス，送電ロス，燃料輸送ロスの存在とその抑制，コージェネレーショ

ン（熱電併給），コンバインドサイクル。

e. 発送電の分離など競争政策と制度。

f. 停電回避と電力監視，電力夜間貯蔵と昼間放出。

⑻ 供給者と需要家の双方が価格変動リスクに対応するために，資源エネルギー

の商品先物取引など金融市場への組み込みと投資家のマネーの流入による

資源バブルが形成18）される。

　一日たりとも途切れさせてはならないエネルギー資源の供給と需要に関わ

る特異な基本性格は，ここに見たように発達した資本主義経済の中で多岐にわ

たる。これはエネルギー資源だけではなくて，穀物・希少資源・電子部品など

極めて近似した性格を持つものも存在する。

　産業革命の過程で，蒸気機関は燃料を求めて薪・木炭から石炭という当時最

適の燃料に行きつく。当初灯火に用途が限られていた石油は，20世紀初頭に

内燃機関の燃料となり，工場，自動車，鉄道，更に航空機等で使われるように

なった。動力革命に並行して，内燃機関のための燃料の安定大量供給が課題に

なった。油田開発，原油精製で技術が向上し，独占資本主義段階の成立ととも

に社会的な批判と規制が必要との主張も台頭した。鋳鉄から高張力鋼へ移行し

大口径化したパイプと溶接継手を得て，輸送手段としてのパイプラインは長距

離・高圧でエネルギー資源等を輸送できる産業分野として自立した。このよう

な産業諸分野の形成に支えられて，エネルギー資源，そして次に述べるパイプ

ラインは，上述のような今日の基本性格を明確にした。

17　水素利用においても，その製造過程でCO2排出をゼロにできるか否かを追跡するツールが開発
されている。EUのCertifHyは欧州全体で高品質の水素認証スキームで，消費する者が水素の起源と環
境属性を追跡できるツールである。HINICIOが主導するコンソーシアムである。https://www.certifhy.
eu
18　金谷義弘「原油価格高騰と管理通貨制度下の投機的貨幣資本の運動−原油取引の『市場化』と
投機マネー動員の結末−」『管理通貨と現代資本主義』第10章，文理閣，2009年，pp.328-400。
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　⒉ パイプラインの基本性格 －基体と社会経済的な形態規定の区別の見地－

　ロシアによるウクライナ侵攻の開始によって，経済制裁の一貫としてロシア

産エネルギー資源の禁輸が発動され，反対にロシアによる西側諸国への供給制

限が逆制裁として行われた。この紛争以前には「エネルギー資源はロシアの政

治的武器なのか」という問題提起がなされ一方的な武器とはならないとの評価

が行なわれていた19）。ここでは問題の根本として，パイプラインが生み出す相

互依存関係の内実を分析する。

　本村眞澄は，JOGMECでの広範な調査研究活動を踏まえ，パイプラインの

基本性格についてまとまった考察を行った20）。

　本村が設定するテーマは「パイプラインの政治的利用」であり，特に「消

費国がパイプランを受け入れることは資源国の支配下に入ることだ」という

Richard Perle米国防次官補（当時）の1981年の典型的な発言などである。氏

はこれを「極端な見解」として否定的に扱っている。

　この見解を批判するために氏が挙げられる論点は，⒜パイプランは高価なイ

ンフラであること，⒝長期にわたる操業が行われるため事前に緻密な経済性の

検討が必要なこと，⒞プロジェクトファイナンスが使われ，様々な立場から検

討と同意を得る資金調達に依存していること，⒟操業収入からまずファイナン

サーが先取りする主導権を持つこと，⒠多様な段階で第三者によるチェックが

働くこと，⒡国家および特定の政治勢力の政治的目的があっても，このような

多元的な決定の中でその目的が希釈されてしまうこと，などである。こうした

論点を提示して氏は，⒢政治が自国地下資源の政治的利用を最大化すること

は，恣意的な資源支配とはならず，経済合理性に従ったところへ収斂すると主

張される。この結果，輸入国と供給国との取引は「『互恵的・双務的』な性質

を帯びる」と主張され互いにとって好ましい安定操業が実現し「これこそが『天

然ガスにおける地政学』と呼べるものである」と主張された21）。

19　すでに朝日新聞社は2020年に次のような記事をリリースしている。服部倫卓「『エネルギーは
ロシアの政治的武器なのか？』という大論争」Globe＋2020年2月25日。

20　本村眞澄「ロシア・CISにおけるパイプライン地政学」『石油天然ガスレビュー』2012年11月。

21　本村，前掲論文，P.3。
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　パイプラインを巡って関係諸国の間で「破壊的な闘争が自制的に回避され

る」とする「相互確証抑制（Mutual Assured Control, MAC）22）についても

氏は言及されている。これは冷戦の時代に米ソが互いに装備した核ミサイルを

何れかが発射すれば相手国も反撃し，何れもが破壊されてしまう事態に陥るこ

とを示す「相互確証破壊（Mutual Assured Destruction, MAD）をもじって

作られた概念で，生産国も消費国も相手に対して生殺与奪の権は無効化される

ことを表す概念である。この概念の提唱者であるMarshal Goldmanは2008年

時点で「今日のロシアは一国でガスのOPECに匹敵する存在であり，ロシアを

抑える『相互確証抑制』は存在しない」23）と主張したのに対して，本村は上掲

の諸論点からこの見解に反対し「この『相互確証抑制』の考え方は，パイプラ
4 4 4 4

ンにある本来的な性質の一つ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

であると言える。パイプランは供給側がユニラテ

ラルな立場を押し付ける道具とはなり得ず，双方向の利益を保障する手段と言

えるものである。これも，パイプランがエネルギーを利用した政治的な『武器』

としてよりも，むしろ地域の『安定装置』として機能すると考える根拠となる

ものである」24）と相互確証抑制の有効性を主張される（傍点筆者）。

　2014年のロシアによるクリミア半島の併合から8年，ロシアは再びウクラ

イナへ侵略した。しかし，今回は瞬く間に世界の注目を集め，西側諸国がロシ

アに対して，おそらくはロシアの予想を超えて幅広い経済制裁を行った。ロシ

アは，資源エネルギーを武器にするのではなく，現実の武力行使による現状変

更を行い，制裁の手段として資源エネルギーを活用したのは，むしろ西側諸国

であり，ロシアはこれを受けて逆制裁で対抗した。問題の端緒に侵略があるため

同列には論じられないという側面もあるが，エネルギー資源は相手国を抑圧する

政治の手段とされ，相互確証抑制は否定された。しかし，それは事実判断に過ぎ

ず，科学研究の立場からすると，ここには放置された問題群が存在している。

22　マーシャル・I・ゴールドマン『石油国家ロシア−知られざる資源強国の歴史と今後』日本経済
新聞社，2010年（Marshall I. Goldman, PETROSTATE:Putin, Power, and the New Russia, Oxford University 
Press, 2008）。

23　ゴールドマン，前掲邦訳，P.284（原典P.180）。

24　本村，前掲論文，P.5。
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　本村は「消費国がパイプランを受け入れることは資源国の支配下に入ること

だ」という考えを極端な議論として退けた。資源国と消費国が，法と契約に基

づきパイプラインを敷設して資源貿易を開始する過程で，それぞれの利害を調

整していく過程を見ると，資源供給を盾にした消費国支配という図式は確かに

極端と聞こえる。しかし，改めて考えてみるべきは，では，今日の資源開発や

パイプライン敷設に，資源輸出国の所有者としての優位性の作用，支配に繋が

る作用は消滅したと言えるであろうか。反対にパイプラン通過国の資源輸出国

への抵抗とその地歩は消滅したか。何れも答えは消滅していないとなる。

　ここで問題は一段飛躍する。ロシアの資源所有とその独占は，その消費国・

パイプラン通貨国に対する支配の一つの根拠
4 4

である。反対にパイプライン通過

を許すウクライナの地理的独立性は，資源輸出国ロシアに抵抗する一つの根拠
4 4

である。先にも述べたように，コップが落ちることはそれが割れることを導く

が，尚，一つの根拠
4 4

に過ぎない。何故ならコップの材質がガラスでなく，プラ

スティックスでできていると，落ちても割れないからである。これに当てはめ

ると資源保有は，パイプラン通過国や資源消費国に対する支配の根拠である。

したがって，ジャーナリズムでどう述べられておろうと，私たちは科学的学際

的研究の立場から「資源所有は，資源国の支配の根拠である」と言わねばなら

ない。唯一の輸送手段となったパイプランの通過国は，通過を許す地歩が資源

国への抵抗の根拠である。とすると「消費国がパイプランを受け入れること

は資源国の支配下に入ることだ」としてパイプライン受入れを否定することも，

それは極論だとして反論することも，何れも単に一つの根拠に過ぎないものを，

それ自身結果（経済支配）を必然的に生み出すものとしての原因
4 4

に仕立て上げ

ておいてこれを否定するという一点において同一の謬見だと言わねばならない。

　解決は，資源所有は支配の根拠であり，根拠に過ぎないということを十分認

識し，実態分析を踏まえてその他の諸要因とを学際的に総合して見極めること

である。これは事態をどう表現するかという言葉の問題ではなく，事実を研究

する方法的な姿勢
4 4 4 4 4 4

の問題なのである。

　次に，本村の「『相互確証抑制』の考え方は，パイプランにある本来的な性
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質の一つであると言える。パイプランは供給側がユニラテラルな立場を押し付

ける道具とはなり得ず，双方向の利益を保障する手段と言えるものである」と

いう発言についてである。⑴工学的に言えば，パイプランを使った資源の送り

手と受け手が使う筒形輸送手段がバイラテラルであるのは自明の真実である。

しかし，⑵社会経済的に見た時，このパイプランが国際石油資本によって運営

されようが，資源国主導の国営石油会社による運営であろうが，商品流通の経

済法則に則り，法と契約によって媒介されて運動していることは不動の事実で

ある。この工学的自然科学的なパイプランの基体
4 4

と，それが受け取る社会経済

的営利的な輸送手段としての形態規定
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

との二重の存在，それが現代社会に実在

するパイプランの姿である。とするとここでも本村が⑴のパイプランの工学的

な基体が持つバイラテラルな性質という一つの根拠
4 4 4 4 4

から，パイプラインの社会

経済的な属性として「相互確証抑制」を導き出していることが分かる。それは

根拠の過度の一般化という意味で謬見である。と言うのも，パイプランの輸送

手段としての社会経済的な形態規定が示すことは，資源輸出国と資源輸入国

も，一般の商品販売者と購買者と同様に，⒜独立した利害関係を持つ販売者と

購買者として対峙することは契約などによっても消減していないのであり，⒝

両者の利害の不一致は，価格交渉のような段階での決裂から，経済制裁におけ

る輸出入の停止まで幅広い変異の領域が実在する。さらに，⒞一端成立した契

約関係も，対抗するパイプラインの敷設やエネルギー価格の不利な方向への変

動などによって揺がされることもある。これらのことは⑴の工学的な基体のバ

イラテラルな性格があっても，それで絶対に抹消することのできない社会経済

的な形態規定に属する問題領域である。

　この分析から最後に敢えて踏み込めば，「ボーダレスエコノミー」や「フラッ

ト化する世界」など，ビジネス，マスメディア，一部学術においては過度な一

般化による用語が多数存在する。ロシアと西側世界の対立が露見し，これが米

中対立と結びつき，第二次世界大戦後の国際経済社会の構図が激変する様相を

呈している。その収束の方向は不明確であるが，これを明らかにする作業の中

には，科学の立場からのカテゴリー批判も存在していると筆者は考える。
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